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１　はじめに 

　国土交通政策のなかでも、今後、ベビーブーム世代が後期高齢者となる2020年ま

でに、住宅市街地や住宅団地で居住している高齢者が、できるだけ地域の中で生活

をし続けられる「高齢者地域居住（aging in place）」はきわめて喫緊な重要課題と

考える。 

　この分野については、松岡洋子先生の著作（注１）など、比較的社会保障制度が

充実している北欧の事例の紹介がすでに行われている。 

　その一方で、日本の住宅政策については、市場メカニズムを尊重する方向に大き

く舵をきっており（注２）、その政策を前提にしつつ、深刻化する住宅市街地での

高齢者問題に対処していく必要がある。 

　この制約を前提にすると、従来はあまり「高齢者地域居住」政策としては、注目

されていない、市場メカニズムを尊重した政策を行っていると言われている「米国

の高齢者地域居住」の実態や政府の取り組み方を分析することは、具体性とバラン

スのとれた高齢者地域居住政策を立案する上で有効ではないか、と考えている。 

　このため、米国の住宅事情や高齢者の地域居住の実態、さらに米国政府の問題意

識などを整理分析することによって、今後の米国の関係機関との共同研究を開始す

るにあたっての準備作業としたい（注３）。 

　住宅政策、地域福祉などの専門家などからのアドバイスをいただき、今後、研究

内容の充実を図っていきたい。 

　なお、この論考にあたっては、在米日本大使館の川合一等書記官から提供された

資料に多くを依存していることを申し添える。 

 

２　米国の高齢者居住の状況 

（１）米国の高齢化の状況 

　米国の高齢化の状況は、日本に比べ、やや遅れてはいるものの、1949～64年のい

わゆる「ベビーブーマー世代」が2010年以降65歳を超え、2020年以降に65歳以上



人口が増大。2040年には80歳以上人口が2800万人を超え、2010年の３倍以上とな

る（図表－１）。 

 

（図表－１） 

 

（備考）出典は注４）参照。 

 

（２）米国での高齢者地域居住の課題 

　米国においては、日本と同等かそれ以上に持家率が高く（2015年時点で約65
％）、また、現在のコミュニティにとどまりたいとの意向が強いと言われている。

しかし、現実には、高齢化に伴い、認知能力や行動能力などの障害が大きくなり、

地域居住が困難になっていることが伺われる（図表－２）。 

 

（図表－２） 



 

（備考）出典は注４）参照。 

 

（３）高齢者の地域居住のための財政負担の課題 

　米国においても、高齢化の進展に伴い高齢者向けの家賃補助など、高齢者の地域

居住を支援するための財政負担が増加することが予測されている（図表ー３）。 

 

（図表－３） 

 

（備考）出典は注４）参照。 

 



３　今後の日本と米国での高齢者の地域居住政策を分析するにあたっての視点

（案） 

（１）基本的な視点（仮説） 

ア　米国は市場メカニズムを重視し、高齢者の地域居住政策についても、セーフ

ティネット機能に税金を集中し、中間層以上には、むしろ民間企業と連携した政策

体系をつくっているのではないか。 

イ　国民の最低限の生活水準を支えるセーフティネット住宅政策について、日本は

米国よりも劣後する部分は生じてないか、仮に生じている場合には合理的な説明が

つくのかの検証が必要なのではないか。 

ウ　一方で、米国で活発なＮＰＯ活動や民間企業活動の展開について、日本とし

て、新しい視点が見いだせる可能があるのではないか。 

 

（２）日本側が米国側の政策情報に期待している個別の検討の視点（仮説） 

ア　高齢者の地域居住(aging in place）については、そもそも米国では、介護や医療

などの高齢者サービスに加えて、活動が可能となる交通の選択肢、レクリエーショ

ン、ボランティア、社会活動に参加する機会といった、広義の高齢者の生活サービ

スを意味していると思われる。この観点から、より幅広く日本の政策も考え直す点

があるのではないか。 

 

イ　日本の高齢者は地域の友人や近所の人に頼れないという意識が強いと言われる

（図表－４）。 

（図表－４） 

 

（備考）厚生労働省「平成27年度 第８回高齢者の生活と意識に関する国際比較調査結果」から転載。 



 

　このような制約条件の中でも、日本では、公費負担を前提とする介護保険などの

対象が絞られていることから地域互助的な取り組みや、民間事業者との連携の取り

組みが重要となっていると考えられる。米国で比較的さかんな地域互助組織やＮＰ

Ｏ団体の活動、それへの支援措置が、地域互助的な活動を支援する制度設計を財政

制約の中で日本側が立案する際に、行う際に参考になるのではないか。 

 

ウ　米国の中間層以上の所得層を対象にしている、ＣＣＲＣについては、日本では

当初地方部の活性化方策として紹介されてきた。しかし、米国の実態が、民間企業

による総合的な高齢者生活サービス事業として整理されるのであれば、従来と異

なった位置づけの政策として日本側で立案する可能性があるのではないか。 

 

エ　米国は国民皆保険が存在せず、公的介護保険がないなど、社会保障制度などは

日本よりも限定的と言われている。しかし、生活保護世帯など絶対的貧困層に対す

る支援は相当に充実しているとの指摘がある。この観点から、日本の公営住宅など

のセーフティネット施策について拡充する点が、米国の政策からみいだせるのでは

ないか。 

 

（３）米国の政策に有効ではないかと日本側が考えている視点（仮説） 

ア　日本では、ＵＲ都市機構が賃貸住宅を保有運営しているなど、公的主体が自ら

公的不動産を保有しているケースが多い。この公的不動産を活用して、例えば、Ｕ

Ｒ都市機構の豊四季台や高島平など、福祉事業者と公的事業者の連携プロジェクト

が実際に行われている。このような具体的な公的主体が事業主体に関与した事例紹

介は、経営から様々な地元調整の課題まで包括的に行政が把握していることから、

米国側の政策立案に参考になるのではないか。 

 

イ　上記の公的不動産に加え、日本の住宅市街地で発生している空き家を活用し

て、高齢者支援サービスを実施できないか、という提案が具体的に民間福祉事業者

やコンビニエンスストア会社、宅配便会社から提案されており、一部はすでに社会

実験が行われている。このような日本のサービス業の新しい取り組みは、米国にお

ける公民連携の高齢者地域居住政策の参考になるのではないか。 

 

ウ　日本での高齢者地域居住は、上記空き家の賦存状況、さらにＵＲ賃貸住宅、住

宅市街地にある公園や集会所などの公的不動産などの具体的な空間配置を踏まえ

て、都市計画や都市公園などの公的不動産に係る維持管理規制の緩和などと連携し

て、どのような形で、どの民間事業者が取り組めば、事業採算性があげられるかを

検討しようとしている。このような空間立地を踏まえて、具体的に採算性を検証し

て持続可能なビジネスとして展開しようとする試みは米国の政策立案の参考になる

のではないか。 

 

４　まとめ 



　今後、仮に米国関係機関と、高齢者地域居住の共同研究を実施するにあたって

は、日米での高齢者地域居住の実態分析、関係する政策の制度比較を踏まえ、さら

に、３で掲げた論点を今後より充実させていき、日米双方に意義のある有益な共同

研究を計画していきたい。 

　今後の共同研究が実りあるものとなるよう、専門家など関係者のアドバイスを期

待するものである。 

 
（脚注） 

１）参考文献１）参照。 

２）住生活基本法第3条参照。 

３）米国の関係機関との共同研究については、実施するか否か、また、その実施内容についても現在調

整中であり、確定しているものではない。 

４）参考文献２）参照。 
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